

























































































（ 4 ）　CEDH, 9 nov.2006,SacilorLorminesc.France,Rec.2006─XIII.同判決につ
いては、拙稿「コンセイユ・デタの機能的二元性をめぐる2008年の改革について」
愛学52巻 3 ・ 4 号（2011年）181〜186頁で、事案と判旨の紹介を含め、詳しく検討
した。
（ 5 ）　拙稿・前掲注（ 4 ）論文196〜197頁。
（ 6 ）　この決定につき、拙稿・前掲注（ 4 ）論文185頁注（38）では、論文のテーマ
との関係で参考のための指摘に止めていた。





















 （ 9 か国）
（ 2 ）コンセイユ・デタモデル






























 （ 6 か国）
 ［pp.12─13の記述を基に作成］
（ 7 ）　ObservatoiredesMutationsInstitutionnellesetJuridiquesdel’Universitéde
Limoges,La justice administrative en Europe,PUF,2007.
（ 8 ）　ただし、25か国中、スロバキアのみ調査に対する回答がなかったとのことであ
る［p.18,note1］。






















（（ 1 ）・（ 2 ）の合計14か国）だけでなく、一元的法制度をとる国の中にも見
出される。すなわち、単一の最高裁判所モデルを採用する11か国のうち、
スペイン、エストニア、ラトビア、スロバキア、ハンガリーの 5 か国
（（ 3 ）の a）で、最高裁判所の内部に行政事件を専門とする部が設置され
ている［pp.20─21］。よって、両者を合わせると、実に25か国中19か国に
おいて行政裁判担当機関の専門化が図られていることになる。
（note1）,pp.136et140によると、ブルガリアは（ 1 ）に、ルーマニアは（ 3 ）a に
それぞれ分類される。
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その際、公土木部は、 1 月 8 日の答申において、次のような趣旨の意見を述べた






























る（久保・前掲注（32）論文55〜56頁、拙稿・同157頁；環境法典 L142─ 1 条参
照）。
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（39）　Sudres,loc. cit.Pacteau,loc. cit. も、本決定における対象の同一性を「補充的
問題」と位置づける。
（40）　Sudres,op. cit.,p.1060.








































































c’estencoreadministrer»inMélanges en l’honneur de Franck Moderne, Mouve-
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（opérations d’un corps administratif ）
（49）
に干渉することに
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とである
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（Codedejusticeadministrative）L911─ 4 条・L911─ 5 条参照）、さらに1995年
法は、判決の必然的帰結とされる履行措置または再決定を公法人などに対





suspension；同 L521─ 1 条参照）が導入されるとともに、新たに基本的自由
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（55）　とりわけ後者の急速審理を通じた実効的救済の発達につき、未完であるが、拙
稿「フランスにおける行政裁判による実効的救済の観点からみた基本的自由保護急
速審理の位置づけ（ 1 ）〜（ 3 ）」愛学56巻 1 ・ 2 号（2015年）131頁以下、58巻
1 ・ 2 号（2017年）105頁以下、59巻 3 ・ 4 号（2018年） 1 頁以下。
（56）　CEAss.,28mai1971,Fédération de défénse des personnes concernées par le 





































フットボール・クラブ事件；CESect.,25juin2001,Société à objet sportif « Toulouse 














































































































492　　早法 95 巻 3 号（2020）
おわりに
　コンセイユ・デタモデルは、その母国フランスにおいて、機能的二元性
を通じた各構成員レヴェルでの経験の蓄積を通じて、行政活動に関する専
門的な知を行政裁判の場に取り入れることにより、行政統制を充実させ、
私人に対する救済の実効性を高めていく道を今も歩み続けている。
　翻って日本の行政訴訟制度をみると、確かに2004年の行政事件訴訟法
改正によって、仮の救済を含めた義務付け・差止訴訟の導入や当事者訴訟
としての確認訴訟の明示といった形で、救済メニューの多様化が図られて
いる。しかし、問題は、単一の最高裁判所モデルを採るこの国が、こうし
た新たな救済手段の整備を通じ、行政に対していかなる裁判的統制を目指
そうとしているのか
（66）
、そして、その理念を実現するためには、裁判所の組
織・運営面で、どのような制度的工夫を凝らしていくべきなのか、という
ことではないだろうか。このように、比較行政裁判制度というフィールド
は、行政裁判の理念とその制度的具体化をめぐる豊かな多様性を提示する
ことによって、我々に自国の行政訴訟のあり方を根本的に見つめ直す格好
の機会を与えてくれるのである。
［追記］首藤先生に最初にお目にかかったのは、筆者の修士論文の審査に副
査として加わられた折でしたが、その後、かつて先生の所属しておられた大
学に採用されることとなった御縁から、赴任前に妻共々わざわざ御自宅まで
お招き下さり、大学人としてだけでなく、新天地で家庭を築いていく上での
（66）　同法改正前の著述ではあるが、亘理・前掲注（56）書340頁注（20）は、前述
した行政に対する行為規範としての「最良の判断条件充足義務」の日本における定
着可能性を論じる中で、かつて原田尚彦『訴えの利益』（弘文堂、1973年）186頁
が、アメリカの環境法学者サックス（Sax）に依拠しつつ示した、裁判所が、「司
法的懐疑心（judicialskepticism）を遺憾なく発揮して……審査する」ことへの期
待に対して、強い共感を露わにしている。
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心構えも含め、大変親身にアドバイスいただいたことが今も懐かしく思い出
されます。
　訴訟法を主に研究する身といたしましては、先生が原発訴訟をめぐってこ
れまで世に投じられてきた数々の御論考、とりわけドイツを対照軸としつ
つ、行政裁量の審査に当たる日本の裁判所の姿勢を厳しく問い質す立論に常
に魅了され続けてきたわけですが、先生の御退職をお祝いすべき段に至りま
しても、未だこの領域に自ら挑む用意も覚悟も整っておりません。そこで、
せめてこうした裁判的統制の理念の追求こそが、この国の行政訴訟全体にと
って喫緊の課題であることを異なる角度から示せればと考え、日頃の多大な
る学恩への感謝に代えて本稿を献呈いたします。そして、先生の益々の御健
勝と御健筆を心より祈念申し上げます。
